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1. はじめに 

	 近年、都市の在り方に対する 1 つの解として、クリエイティブシティへの

注目が高まっている。森記念財団が 2016 年に発表した、世界の主要都市に対し

てイメージするキーワード統計調査によれば、日本の主要都市として取り上げ

られている東京のイメージは「CROWDED（混雑した）」、「TECHNOLOGY（テ

クノロジー）」、「MODERN（現代的な）」、が上位 3 語として挙げられている。

一見すると先進的で最新の技術を持つ「クリエイティブ」な印象を受けるが、

実際には東京はクリエイティブシティには分類されない。本稿で詳しく後述す

るが、クリエイティブシティとは文化芸術との関わりが深い都市の在り方を指

し、東京のような大都市とは却って対峙する方向性を持つものである。  

	 古くはアテネやローマなどの都市がクリエイティブシティに該当すると見

られているが、都市政策として着目されたのは 1990 年代に入ってからと比較的

新しい。2004 年にはユネスコ・クリエイティブシティーズネットワークが誕生

し、2013 年には国内でも創造都市ネットワーク日本が組織された。国内では、

金沢市、神戸市、札幌市などがクリエイティブシティとして言及されることも

あるが、日本の代表的なクリエイティブシティとして世界的にも認知されてい

るのが横浜市である。横浜市は 2004 年から都市政策としてクリエイティブシ

ティ・ヨコハマを掲げており、先駆的かつ積極的な取り組みを行っている。  

	 本稿では、クリエイティブシティ・ヨコハマを取り上げ、その実態を分析

することで横浜が日本の代表的クリエイティブシティとして認識されている理

由を導く。その際、クリエイティブシティの重要な要素として指摘される市民

の位置付けについて考察しながら、その役割について考える。  

	 本稿の構成は以下の通りである。続く 2 章では先行研究を元にクリエイ
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ティブシティに関する定義を整理し、必要な要素を挙げる。3 章ではクリエイ

ティブシティ・ヨコハマを概観し、その目的と背景を示す。4 章ではクリエイ

ティブシティとしての横浜の実態を検証するため、産業規模に関する特化係数

分析を行う。5 章は 4 章の定量的な分析とは異なった視点から横浜の強みを示

すための事例研究である。横浜を日本の代表的なクリエイティブシティとして

認知させる強みを踏まえた上で、その中核をなす市民の役割について考察する。

6 章は総括とする。  

 



 クリエイティブシティにおける市民の役割に関する考察（島ひとみ）  

-  3  -  

2. クリエイティブシティ1とは 

	 本章ではまず、クリエイティブシティが他の都市とどのように異なるのか

を整理する。その後、先行研究をもとにクリエイティブシティを巡る定義を提

起し、本稿の方向性を定めていく。  

2.1. 常に変化する現代都市の在り方	

	 クリエイティブシティが注目されるようになった背景には、以前に比べて

常に変化し続けるようになった現代都市の在り方がある。ランドリー(2003)は、

現代の都市の問題点として、変化やリスクを伴うグローバルな都市の繋がりが

常に変化し続けるものであることを挙げている。そもそもこうしたグローバル

化と都市の在り方の因果関係は、20 世紀末の地球規模の構造転換に含まれると

捉えられている。農産物の貿易自由化が中小規模農村を破滅させ、同時に多国

籍企業の国際的資本移動が盛んになったことが、不安定な「世界都市」を生み

出したと考えられる。低賃金労働力による量産を図る巨大企業は、アグリビジ

ネス（多国籍農業資本）や多国籍資本を通じて地域を階層的に統合した。結果

として地域経済を階層的構造に集積したニューヨーク、ロンドン、東京などに

代表される「世界都市」が形成された。この構造は、外国為替市場や企業の立

地戦略に対する感応度が高いため不安定性が高い。  

他方で EU のような国家を横軸方向に超えた機構による統治は、多国籍企業

の無制限な展開を規制することで、中小企業・行政・地域市民が能動的に動き、

支え合う「クリエイティブシティ」の水平的なネットワークを形成することが

                                                
1 文献によって、クリエイティブシティ、クリエイティブ都市、創造的都市な
ど様々な表記が存在する。本稿では、クリエイティブシティで統一する。なお、

文献からの引用文内では引用元の表記に従うものとする。  
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可能である。  

	 ランドリーや佐々木(1997)は、常に変化し続ける国際的な現代都市の中で

都市の安定性を保つためには、こうした小さな地域コミュニティの在り方が重

要であると指摘する。経済のグローバル化により目まぐるしく移り変わる国家

の枠を超えた時代を迎えたことで、却ってそれまではサブシステムに過ぎな

かった都市経済や地域経済の重要性が高められた。この視点が、クリエイティ

ブシティへの注目度を高めた原点である。  

	 佐々木(1997)は、現代に見られるクリエイティブシティへの潮流として、

さらに次の 2 点を挙げている。  

	 第一に、巨大な官僚的集権国家の解体と再編成の傾向がある。官僚機構の

力が強すぎる中央集権国家は臨機応変な対応に欠け、深刻な財政危機をもたら

している。この状況の下では、福祉国家を後退させ地方自治制度を確立させる

ことで、地方都市や自治体を中心とする分権的社会への移行が進みつつある。  

	 第二に、先進資本主義国のハイテク化によってソフトウェア産業が興隆し、

素材型の重工業が衰退した結果、物的生産に対して知的生産の比重が急増した

ことがある。教育研究機関や文化施設などを重視した都市の広まりに伴い、文

化志向型産業政策が登場したとみられている。  

	 以上の観点から、階層構造を持たず各地域の良さを活かした「クリエイティ

ブシティ」という都市の在り方への関心は高まって来ている。  

	 クリエイティブシティの形成を論じる上で、各地域が各自の良さを理解し

て能動的に活かそうとする姿勢は非常に重要な論点である。ホールとカステル

(1994)も指摘している通り、単純に工場を外部から誘致することを通じて受動

的にクリエイティブシティを形成することは困難である。支部の設置は企業が

地方に末端業務を分散させたに過ぎず、地域の産業と工場の交流が生まれない

ためにイノベーションも期待できない。こうした地域開発の事例はクリエイ
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ティブシティには該当せず、すなわちクリエイティブシティと認められるイノ

ベーションの場には能動的な都市の取り組みが不可欠であると言える。  

2.2. クリエイティブシティの定義	

	 クリエイティブシティに関する議論では、まずクリエイティブシティ論の

第一提唱者であるランドリー(2003)が顧みられる。しかし、ランドリーはクリ

エイティブシティの定義を明言していない。一方で、創造的環境については次

のように述べている。「そこでは無視できない数の企業家や知識人、社会運動家、

芸術家、行政担当者、陰の実力者、学生などが、開かれたコスモポリタン的な

文脈で活動できるのであり、またそこでは、人と人との顔をつき合わせたやり

取りによって、新しいアイディアや芸術作品、製品、サービス、施設などが生

み出され、その結果として、この環境は経済的な結果をもたらすのである。」（ラ

ンドリー , 2003）  

	 当分野で多くの文献を記したフロリダ(2008)もランドリーと同様にクリエ

イティブシティの定義を明言していないが、「各種のプロフェッショナルや芸術

家・アーティストなどの『創造階級』が好んで居住し、経済的パフォーマンス

が優れている都市や地域」が重要であると指摘している。  

	 本稿では、佐々木(2012)が示している明確なクリエイティブシティの定義

に則って進めていきたい。佐々木によればクリエイティブシティとは、「市民の

創造活動の自由な発揮に基づいて、文化と産業における創造性に富み、同時に、

脱大量生産の革新的で柔軟な都市経済システムを備え、グローバルな環境問題

や、あるいはローカルな地域社会の課題に対して、創造的問題解決を行えるよ

うな『創造の場』に富んだ都市」と定義される。  
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2.3. クリエイティブ産業の定義	

	 2.2 では都市経済学者による定義が中心だったが、クリエイティブシティ

を支える産業をどのように定義するかという観点から見ると政府関係の統計資

料を確認することが基本となる。  

	 クリエイティブ産業という言葉は、1997 年に誕生したブレア政権下のイギ

リスで最初に定義され、その育成が政策として進められたのが始まりである。

イギリスの文化・メディア・スポーツ省（DCMS）は、クリエイティブ産業を

「個人の創造性、技能、才能に由来し、知的財産の生成や活用を通じて富や雇

用を創出する潜在力を持つ産業」  ( Creative Industries Mapping Document 1998)

と定義している。クリエイティブ産業に分類されるものとして、音楽、舞台芸

術、映像・映画、デザイナー・ファッション、デザイン、クラフト、美術品・

アンティーク市場、建築、テレビ・ラジオ、出版、広告、ゲームソフト、コン

ピューターソフトの 13 分野が挙げられている。元々歴史的建造物や芸術作品を

多く有する文化都市であるイギリスでは、2000 年時点でクリエイティブ産業に

よる経済効果は GDP の 7.9%を占め、195 万人の雇用を生み出す重要産業であ

る。  

	 次いでクリエイティブ産業が注目されたアメリカでは、ジャーナリストで

あるホーキンス(2001)が、「特許、著作権、商標、専売デザインなどの形で知的

所有権を生産する産業」と定義づけている。アメリカではホーキンスの定義が

広く認識されており、イギリスの「クリエイティブ産業」よりも「著作権産業

（Copyright Industries）」という呼称が一般的である。分類は、研究開発、出版、

ソフトウェア、テレビ・ラジオ、デザイン、音楽、映画、玩具・ゲーム、広告、

舞台芸術、工芸、ビデオ・ゲーム、ファッション、美術品の 15 分野である。  

日本では、イギリスの文化・メディア・スポーツ省(DCMS)が定めた 13 分野
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を日本標準の産業分類に対応させて 11 分野に再編成した吉本(2009)の分類や、

佐々木 (2010)によって文化的価値に関する論考 (スロスビー )を元に作成された

分類、経済産業省による「知的財産権ワーキング・グループ等侵害対策強化事

業」(2011)の報告書で示された 9 分類などが存在する。  

	 本稿では、クリエイティブ産業の定義としてイギリスの文化・メディア・

スポーツ省(1998)の定義を引用して設定することとする。理由は、創造的な生

産活動を行う中核的産業を幅広く含み、かつ日本の文化産業を当てはめて考え

る上でより適しているためである。  

2.4. クリエイティブシティの担い手	

	 クリエイティブシティの担い手に関しては、フロリダ(2002)による論が著

名である。クリエイティブ産業が同心円状に分類され、中心に「スーパークリ

エイティブ・コア」が位置し、その周りに「クリエイティブ・プロフェッショ

ナル」があるというものである。スーパークリエイティブ・コアは「何か意味

のある新しい形態を創造する」機能の仕事に従事する人々から成り、科学者、

技術者、大学教授、詩人・小説家、アーティスト、エンタテイナー、俳優、デ

ザイナー、建築家などが挙げられる。クリエイティブ・プロフェッショナルは、

より広範な問題解決に対してクリエイティブな解を出す知識体系の仕事に従事

する人々が属しており、ハイテク部門、金融サービス、法律、健康などがある。

フロリダはスーパークリエイティブ・コアとクリエイティブ・プロフェッショ

ナルを合わせて「クリエイティブ・クラス」という、クリエイティブシティを

中心的に担う階級として示している。一方で、クリエイティブ・クラスの理論

が「すべての人間がクリエイティブである」という前提の下に成り立っている

ことも同時に強調しており、クリエイティブ・クラスは「自分が作り出したク

リエイティブな仕事でお金を稼ぐことの出来る」という点で担い手の鍵となる
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重要な存在であることを指摘している。  

	 この指摘を踏まえ、本稿におけるクリエイティブシティの担い手は、クリ

エーターを含む全ての市民である、という立場をとる。ただし、明確化のため

フロリダの指すクリエイティブクラスに当たる市民をクリエーターとし、それ

以外を市民と表記することとする。  

2.5. 先行研究での議論	

2.5.1. 歴史的にみたクリエイティブシティ 

	 クリエイティブシティを歴史的な観点から分析する際、何によってその都

市が創造的であるとされたかを考慮すべきである。ランドリー(2003)によれば、

都市を創造的なものにするアプローチには 2 つの方向性があり、一方は文化

的・知的なアプローチ、他方は技術的・組織論的なアプローチが挙げられる。  

	 文化的・知的なアプローチとは、文化的な側面によって特徴付けられるク

リエイティブシティの在り方を指し、技術的・組織論的アプローチとは、文化

よりも近代的な産業が重視された在り方を指す。  

	 18 世紀末の産業革命以降、技術的・組織論的アプローチがより重要になっ

た。20 世紀に入ると文化産業の勃興によって、文化的・知的アプローチによる

革新と、従来の技術的・組織論的アプローチが融合する傾向が強まった。ラン

ドリーは、これらが結びついたことによって新しい相互作用が発展し、イノベー

ションの誕生に寄与すると説いている。都市の創造的な環境とはこのようにし

て形成される。  

	 この 2 つの方向性を融合させながら、都市はその都市にふさわしい創造的

な環境を整備していく。ランドリーは文化面が積極的な都市として、アテネや

ローマなどの古代都市に始まり、フィレンツェ、ロンドン、ウィーン、ベルリ

ンなどを挙げている。いずれも最盛期における文化面での活発さが特徴とされ
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る都市であるが、これは経済的または社会的な変革によってもたらされたもの

だ。変革は、保守的な勢力と急進的な勢力が衝突することによって起こる。こ

の変革を通じて急進的な人々やアウトサイダーを受け入れることにより、都市

はより広い領域の社会にアクセス出来るようになるのだが、ランドリーはこの

点が本質的に重要であると指摘している。  

	 また他方で、技術面で革新的な都市の歴史は新しく、マンチェスターやグ

ラスゴー、デトロイトなどの周縁的な都市が例として挙げられる。これらは発

達した技術を元に据え、都市生活の発展に伴う諸問題や、大衆消費市場と結び

つけた革新を展開した。リスクを好んで引き受けながらも、持続可能な都市の

実現が潜在的な利益につながると考えるアウトサイダー的な立場である。この

ように、文化面と技術面のいずれの要素が積極的であっても、都市の創造的環

境の形成において、一種の不安定さが共通点として見受けられる。ホール(1998)

によれば、「創造的な都市は安定的な場所や快適な場所というわけではないのだ

が、それは完全な無秩序状態ということではない。それは、既成の秩序が新し

くて創造的な集団によって絶えず脅かされているような場所なのである」とさ

れている。  

2.5.2. クリエイティブシティの必要性 

	 ランドリー(2003)は、グローバル化とローカル化の相互作用が同時に発生

していることを現代の都市の特徴として挙げた上で、都市間競争を生き残るた

めに貿易や金融において重要なスピードは、創造的環境が源泉となって生じる

としている。この創造的環境を構築するには、意思決定者のみでなく都市問題

によって影響を受ける人々を巻き込む必要があり、文化的・経済的・社会的・

環境的に持続可能なシステムを都市構造に埋め込んで革新していくことが求め

られると示している。  

	 フロリダ(2010)は、戦後急膨張したクリエイティブ産業部門が、賃金ベー
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スでアメリカの全所得の約半分の額の収益を上げていることに着目し、その担

い手であるクリエイティブな潜在能力が経済成長に与える効果を評価している。

経済成長の鍵は潜在能力を有効化して解き放つことであり、そのために差別や

参入障壁によって制約されることのない自由な文化の力が必要であるとする。

都市の役割は、文化の力を生み出すヒューマン・キャピタル(人的資本)、その

中でも特に知的・文化的産業に関わるクリエイティブ・キャピタル(クリエイ

ティブ資本)とされる人々を集積させ、増大させることであり、この分野の集積

が大きい都市ほど経済的成長が早いことを指摘している。  

	 佐々木(1997)は、都市の自立が求められていることに言及し、その理由と

して次の 2 点を挙げている。第一に、社会福祉政策や自治体の伝統的経営が見

直されたことであり、第二に、製造業雇用の減少である。従来は連邦や州政府

の補助金に依存して賄われてきたこれらの問題に対し、各都市が新しい産業を

創造し、問題解決をこなしていけるような都市行政システムを確立することが

現代都市の課題であると示している。  

	 上記 3 者の指摘を受けて創造的都市の必要性をまとめると、クリエイティ

ブ産業が直接的に生み出す収益、または間接的に生み出す創造的環境が、現代

都市の経済的成長に効果的であることが指摘できる。  

2.5.3. クリエイティブシティの条件 

	 アンダーソン(1985)は、創造の場の特徴として、①厳しい規制のない健全

な経済基盤、②独創的かつ基本的な知識と能力、③需要と機械の不均衡、④多

様性のある環境、⑤地域内外での人の移動や交流が容易であること、⑥構造的

な不安定さ、の 6 点を挙げている。  

	 佐々木(1997)は、創造的活動を支援するための都市全体のシステムに着目

し、①芸術家や科学者の自由な創造活動だけでなく、一般の労働市民にとって

も充実した仕事に携わることができる環境であること、②庶民レベルの日常生
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活が芸術的コンテンツの供給によって文化的に豊かであること、③都市の科学

と創造性を支える教育研究機関・文化施設・中小企業・協同組合等の権利が擁

護され、創造支援インフラストラクチュアとして機能していること、④市民の

生活空間を規定する都市環境や都市景観が整っていること、⑤個性的な文化的

地域を支えるバランスのとれた経済基盤を備えていること、⑥産業政策と文化

政策が有機的に関連して民主的かつ効率的に運営されること、の 6 点を挙げて

いる。  

	 ホール(2010)は、歴史的分析を通じ、必要条件として十分な富や国の裕福

さを、必要十分条件としてアウトサイダーが既存の秩序を脅かす不安定さを持

つことを示している。  

2.5.4. クリエイティブシティの評価基準 

	 ランドリー(2003)は、①関係性の密度、②多様性、③利便性、④安全性お

よび治安、⑤アイデンティティおよび独自性、⑥革新性、⑦連携と協働性によ

る活性化、⑧競争力、⑨組織がもつ能力、という 9 つの基準を示しており、こ

れらの基準が経済、社会、環境、文化の 4 領域においてそれぞれ検討されるべ

きとする。  

	 フロリダ(2010)は、「経済成長の 3 つの T の理論」という独自の指標を提示

している。これは「技術(Technology：T1)」、「才能(Talent:T2)」、「寛容(Tolerance:T3)」

の頭文字に T を持つ 3 つの概念である。第一の技術は経済成長の主要因、第二

の才能はイノベーションと生産性向上の担い手となるクリエイティブ・キャピ

タルとしての要素、第三の寛容は第一・第二の良質な技術や才能を、ある地域

が他の地域よりも多く引き寄せるために必要な多様性や開放性を示す。この 3

者間には強い関係性が存在し、例えば「才能」は「多様性」指標の高い場所に

強く結びついていると見られる〔T3→T2 関係〕や、「才能」指数が高い場所は

「技術」の中心地であることが多い〔T2→T1 関係〕などがある。フロリダの理
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論は、クリエイティブな潜在能力を持つ人的資本のフローと、集積が起こる都

市の地理性の強い関係に言及している点が特徴と言える。  

	 ホール(2010)はこのフロリダの評価基準には統計的な回帰分析の結果もな

く、因果関係を説明づけるには限界があると指摘している。  

2.5.5. 本稿の論点となる市民性について 

	 クリエイティブシティを創り出すための戦略や計画が講じられてきたが、

それらを運営する上での課題として重要なのが市民の存在である。多くのクリ

エイティブシティに関する先行研究では、制度的バックアップや都市の構造整

備など、政策立案のみに焦点を当てたものが多い。しかし、運営側の動力のみ

を整えただけでは、多様な利害交渉の間でのバランス調整や、創造性を活性化

させる持続的な流れを生み出すことは困難である。ランドリーは、そうした公

共部門の問題に対する想像力に富んだ解決手段として、「市民的創造性」の重要

性について指摘している。「『市民的創造性』は、市民の情熱と視点に照準を合

わせた、独特の性質を持つ。そこには単なる運営技術をはるかに超える性質が

存在する。内部に焦点を合わせて自己本位的に遭遇するような、芸術家の創造

性とは対照的に、市民的創造性は自己中心的なものではない」 (ランドリー , 

2003)。  

	 市民的創造性の価値は、都市の政治情勢を聞きとる能力とそれを想像して

判断する能力を持ち、全体の合意を導いていわばパレート最適となるように動

かす作用を生み出すところにある。この作用が有力なのは、クリエイティブシ

ティにおいて 2 つの文化が合体する際に生じうるジレンマに対してである。公

共部門は、安全性・一貫性のメカニズムをルールに基づいて提供し運営するが、

一方で創造的な人々は常にこうした規則に対して疑問を投げかけ、打ち破るこ

とで創造性を発揮しようとする。市民的創造性は、このジレンマに対して 2 つ

の有力な効果をもたらす。第一に、その都市にとっての公共善を定量的に示す
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尺度である。直接の商業的収益では計れない都市イノベーションの成功基準は、

市民によって決められる。第二に、何が都市にとっての公共善であるかを巡る

公共的な対話がある。議会のみではなく、一般市民の参加を基盤として「公共

の利益」に対する優先順位付けやバランス調整を試みることで、理解を一致さ

せ信頼を形成する。人がより創造的になるにつれてジレンマが生じ、その都度

都市の枠組みはより強固なものへと発展していくが、そうした「革新的な解決

策の持続的な流れを生み出す」ことこそが市民的創造性の価値であり、創造的

都市に欠かせないものである。本稿では、このクリエイティブシティにおける

市民の立ち位置および市民の果たす役割を重視する。  
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3. クリエイティブシティ・ヨコハマ 

3.1. なぜ横浜なのか	

	 本稿でクリエイティブシティにおける市民性を検討するにあたり、国内の

都市の中で横浜市を取り上げた理由を 3 つここに示しておきたい。第一に、歴

史的な横浜の背景がクリエイティブシティとしての潜在能力を多分に含んでい

ること、第二に、横浜市文化観光局が「すべての市民はアーティストである」

と標榜している通り、クリエイティブシティにおける市民性を重視した横浜の

姿勢が本稿のテーマに沿っていること、第三に、横浜市は世界的にみて日本の

クリエイティブシティの代表的事例として扱われていること、が挙げられる。

以下に 3 点について詳述する。  

3.1.1. 歴史的な横浜の背景 

開港以前の横浜は、東海道の宿場町である人口 5,000 人程の神奈川宿を中心

とした小規模な地域であった。1859 年の横浜開港を機に、隣接した大都市であ

る東京とは異なる文化を持つ街として発達し、開港から 159 年経った現在の人

口は 374 万人にまで上る2。日本の開国の象徴として内外から多くのヒト・モ

ノ・カネと情報が集まり、質の高い文化交流が生まれたことがクリエイティブ

シティとしての横浜の土壌となっている。ここでの文化交流は、外的要素と内

的要素が上手く噛み合って機能した。外的要素としては、来浜外国人と呼ばれ

る横浜を訪れた外国人の多くが、日本文化に関心を持つ者や貿易商・技術者で

あったことが挙げられる。一方内的要素としては、当時全国から横浜に集まっ

てきた人々が、先進的な産業や文化を積極的に吸収しようとする姿勢であった

                                                
2 出典：横浜市統計ポータルサイト（2018 年 12 月 1 日最終確認）  
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ことが言える。彼らはそうした新しい流れを横浜において融合させようとする

開放的な循環を作り上げた。こうした参入障壁が低く自由な創造性を良しとす

る風潮が、現代でも横浜市民の気質として定着しているとされている。  

3.1.2. 市民性を重んじる都市像 

横浜市は 2004 年よりクリエイティブシティ・ヨコハマを都市政策として掲げ、

4 つの目標①アーティスト・クリエーターが住みたくなる創造環境の実現、②

創造的産業クラスターの形成による経済活性化、③魅力ある地域資源の活用、

④市民が主導する文化芸術都市づくり、を公表して来た。アーティストやクリ

エーターを創造の担い手の中心的存在として文化芸術分野の振興を図ってきた

創造都市横浜推進協議会は、横浜開港 150 周年の節目を迎えた翌年の 2010 年 1

月に提言書「クリエイティブシティ・ヨコハマの新たな展開に向けて」を市長

に提出している。提言書では 2010 年度からの 4 カ年にわたる中期計画が示され

ており、「すべての横浜市民はアーティストである」という新たな都市像のテー

マが主軸に据えられた。2010 年以前においても、「市民がアーティスト・クリ

エーターの活動と触れ合うことで、日常的な都市空間が全く異なる魅力を持つ

ことを発見するだけでなく、都市の抱える様々な問題に対して市民自らが創造

性を発揮し解決に向けて行動していく可能性」を見出すものとして、クリエー

ターと市民の交流の場が設けられている。  

	 例えば、2008 年 9 月に行われた横浜クリエイティブシティ・シンポジウム

2008 では、市内大学院生らによる学生会議が関連企画として開催され、横浜国

立大学、横浜市立大学、東京芸術大学の大学生らによるクリエイティブシティ

に関する 20 分野を超える研究成果や討論会が行われた。また、2009 年にイマ

ジン・ヨコハマという横浜市主催のデザインプロジェクト内で開催されたワー

ルド・カフェは、約 500 人の市民が集まって横浜の魅力や未来について対話す

る場として、参加した市民やクリエーターに協働意識をもたらした。  
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	 横浜市はこのような取り組みを経て、2010 年の提言書で改めて市民性を強

調した理由として、個々の市民の個性や想像力を高めることがより一層都市の

活力を向上させることを指摘している。また、この提言書では都市像の革新に

合わせて次の新たな 4 つの目標が提示された。①「空間(SPACE)」：歴史と水辺

の環境を生かした都市空間の形成、②「ひと(PEOPLE)」：クリエイティブな人々

が集まるチャンスあるまちを目指す、③「交流(RELATION)」：ヨコハマの多面

的な魅力を世界に発信し交流を活性化、④「まち(COMMUNITY)」：より多くの

市民が創造性を発揮できるまちの仕組みを作る、という内容である。初期の 4

つの目標と比較すると、大きく 2 つの点で進展が見られる。第一に、環境整備

の面において、クリエーターの拠点としての定着を目指すものから、クリエー

ターが領域の垣根を超えて様々な分野で協働できる仕組み作りへと発展してい

る。第二に、市民の関わり方において、芸術・文化作品の鑑賞機会の充実を中

心とするものから、市民自身が創造的活動の担い手として問題解決に参加する

きっかけ作りへと、より積極的に変化していると言える。このように、クリエ

イティブシティとしての横浜は年々市民的創造性への関心を強めており、市民

が創造的活動に関わる機会を生み出すことに積極的である。2.5.5 で触れた通り、

クリエイティブシティの持続可能性を確保する上で市民的創造性の存在は欠か

せないものであり、横浜の市民性を重視する姿勢は、本稿の市民性への考察を

行う上で最適な事例だと考える。  

3.1.3. 日本の代表的クリエイティブシティとしての注目度の高さ 

	 横浜市は 2004 年に国内行政で初めて「創造都市推進課」を設置したことか

ら、クリエイティブシティを掲げる都市の先駆けであったとも言える。設置に

際しては、クリエイティブシティ論の権威であるランドリーと佐々木が助言を

行なった。佐々木(2007)は、横浜と金沢を国内のクリエイティブシティ計画に

おける先進都市として評価している。中規模の伝統的な文化都市である金沢に
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対し、横浜は人口が多く、かつ造船業やコンビナートが空洞化した都市である。

21 世紀初頭の世界的にクリエイティブシティが注目され始めた時期に、この 2

都市が地方と首都圏でそれぞれ先駆けとなったことで、国内のクリエイティブ

シティ志向が広がる気運が高まったと指摘する。  

	 またホール(2010)は、世界の都市分類の中で、横浜を「ルネサンス都市」

として位置付けている。ルネサンス都市とは、「古い工業都市や港湾都市で、か

つての経済基盤の全て、あるいはかなりの部分を失った後、成功の度合いの差

はあるが、新しい経済基盤を模索している都市」のことであり、同グループ内

にはバーミンガム、マンチェスター、ライプツィヒ、バルセロナなどのヨーロッ

パの重要都市が該当する。港湾地区の再開発やアートの場の創造、アートイベ

ントの開催といった事業は先述のルネサンス都市の定義に一致している。ホー

ルは横浜の特に優れた点として 2 点挙げている。第一に、地域住民、学校、地

域コミュニティといった一般市民に対し、コンテンツの消費者としてだけでな

く、都市の構成員として彼らの創造性を高めようとする推進事業が積極的であ

る点である。第二に、世界規模の大都市である東京と隣接し、大都市圏の一部

を構成している点である。こうした位置関係は世界的に見て珍しく、東京が日

本の諸問題の中でも創造的な問題への対応を必要とする際、横浜の演じる役割

が重要であると指摘している。  

3.2. クリエイティブシティ・ヨコハマ政策の概要と目的	

	 横浜市によるクリエイティブシティ政策は、2002 年 11 月〜2003 年 12 月に

開催された「文化芸術・観光振興による都心部活性化検討委員会」を起点とす

る。翌年 2004 年 1 月に「文化芸術創造都市−クリエイティブシティ・ヨコハマ

の形成に向けた提言」が横浜市文化観光局によって発表された。文化観光局は

この提言において、クリエイティブシティ・ヨコハマという都市政策を「文化
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芸術、経済の振興と横浜らしい魅力的な都市空間形成というソフトとハードの

施策を融合させた新たな都市ビジョン」と定義づけている。  

	 この提言と同時に 4 つの目標と 3 つのプロジェクトが示された。前節でも

触れたが、初期に発表された 4 つの目標とは①アーティスト・クリエーターが

住みたくなる創造環境の実現、②創造的産業クラスターの形成による経済活性

化、③魅力ある地域資源の活用、④市民が主導する文化芸術都市づくり、であ

る。また 3 つのプロジェクトとして、①クリエイティブ・コア–創造界隈形成、

②映像文化都市、③（仮称）ナショナルアートパーク、が先駆けて発表された。  

	 クリエイティブシティ・ヨコハマという都市政策の目的は、「横浜の最大の

強みである港を囲む独自の歴史や文化を活用し、芸術や文化の持つ創造性を生

かして、都市の新しい価値や魅力を生み出す都市づくりを進める」ことであり、

その結果として「市民生活の豊かさを追求しつつ、都市の自立的発展を目指す」

ことと示されている。都市政策の中でもクリエイティブシティ政策を採った理

由としては、身近な問題のみならず環境、平和、共存といった国際的課題の解

決にあたって、文化芸術の分野に最も顕著に現れる人間の想像力が有効である

ことに言及している。その上で、文化芸術を通じて都市を活性化し、横浜の国

際的な競争力を育むことが期待できることである、と明言されている。  

3.3. 創造界隈形成のための諸施策	

	 先述のような背景をもとに、クリエイティブシティ・ヨコハマは様々な諸

施策を掲げ、環境整備に積極的な取り組みを行っている。本節では具体的な事

例を挙げた後、その基盤となる諸制度について述べる。  

3.3.1. 具体的な事例 

	 多くの事例は、「創造界隈の形成」と「アートの埋め込み」の 2 つに分類さ

れ、双方向から取り組みを行っている。創造界隈の形成では、主に歴史的建造
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物などの地域資源を活用したクリエーターのための環境づくりが進められてい

る。例えば、ヨコハマ創造都市センター（旧第一銀行横浜支店）、東京芸術大学

大学院映像研究科（旧富士銀行横浜支店）、BankART Studio NYK（日本郵船横

浜海岸通倉庫）といった民間施設を活用した創造の拠点づくりや、元違法風俗

街であった初黄・日ノ出町地区をアトリエなどにリノベーションし地域再生を

図る取り組みなどが挙げられる。アートの埋め込みでは、主に文化芸術を街の

中に溶け込ませ触れ合うためのソフト面での事業が多い。代表的な例としてヨ

コハマトリエンナーレがある。これは 3 年に 1 度開催される日本現代アートの

国際展覧会であり、クリエーター・行政・市民などが携わる大規模なイベント

である。  

	 ここで重要な役割を果たしているのが、以上のような事例の基盤にある横

浜のネットワークである。このネットワークの形成を担っているのがアーツコ

ミッション・ヨコハマという公益財団法人であり、次項でその諸施策を中心に

詳細を述べる。  

3.3.2. ネットワーク形成を促す中心機関アーツコミッション・ヨコハマ 

	 クリエイティブシティ・ヨコハマは「クリエーター・アーティストのため

の事務所等開設支援助成制度」を設けており、クリエーターの集積を図る創造

環境の整備支援に積極的である。また、助成制度を受ける代わりにクリエーター

同士の交流に積極的に参加することが条件となっているため、事務所のみにと

どまらないコミュニティ所属の観点からも、クリエーターの定着に効果的な仕

組みである。この支援助成制度の主な対象分野は「デザイン」「写真・アニメ・

映画」「著述・芸術」「建築」「ファッション」「舞台」と幅広く、毎年募集を行っ

て 10 程度の事務所開設を金銭的に援助している。元々はより狭い分野に対して、

横浜市文化観光局の創造界隈形成事業が主催となって行われていた制度だが、

2008 年度から公益財団法人横浜市芸術文化振興財団が運営するアーツコミッ



 クリエイティブシティにおける市民の役割に関する考察（島ひとみ）  

-  20  -  

ション・ヨコハマ（ACY）へと主催が引き継がれている。  

	 現在、このアーツコミッション・ヨコハマが中心となって横浜におけるク

リエーター同士の交流の場や包括的なネットワーク形成を担っている。「横浜に

集うアーティストやクリエーター、NPO、市民、企業、学校などの様々な『創

造の担い手』をサポートするプロジェクト」を標榜しており、クリエーターを

中心とした都市全体のネットワーク構造を形成するための諸事業を手掛ける。

アーツコミッション・ヨコハマの主要事業は、「芸術文化支援」、「アーティスト・

イン・レジデンス交流事業」、「創造まちづくり支援」の 3 つである。  

	 事務所の開設支援助成制度はこのうち「芸術文化支援」に含まれ、その他

に次世代を担う若手芸術家育成に関する支援助成や、障害・人種・宗教などの

違いを超えて社会的包摂を目指す創造性を活かしたプロジェクトに対する活動

助成などが該当する。例えば後者に関しては、外国籍の住民が多い中区関外地

区の子供たちと一緒に楽しむ音楽イベントの開催、障害の有無を不問にしたダ

ンスイベントの発表、元風俗街である黄金町地区の子供たちが過ごしやすい環

境作り、などがある。クリエーターが創造性を発揮するためのサポートを行い

ながら、横浜の風土的特徴でもある多様性を尊重し、誰もが住みやすい街を目

指す創造的活動を積極的に支援している。  

	 一方「アーティスト・イン・レジデンス交流事業」では、横浜内部のネッ

トワークを超えて、主にアジア諸都市との連携をとったクリエーターの滞在制

作をサポートしている。海外の若手クリエーターは横浜に滞在して作品制作を

行い、同様に日本の若手クリエーターにも海外での滞在制作の機会を提供する

事業である。海外との都市間での繋がりを作りながら、異文化交流によるイン

スピレーションの活性化を図る目的がある。2011 年からは「ポート・ジャー

ニー・プロジェクト」と称した、複数国間での自由な往来を可能とするネット

ワーク形式のアーティスト・イン・レジデンス事業も設けている。現在はハン
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ブルク、サンディエゴ、ヘルシンキ、上海など 7 都市と連携しており、通常の

2 拠点間の双方向的な交流にとどまらない自由度の高さや全体的なインパクト

の大きさが特長である。また、連携先の都市はいずれも横浜と同様に創造性が

都市に与える豊かさを重視する点で方向性が一致しているため、クリエイティ

ブシティ同士の都市間ネットワークを形成する上でも意義ある事業となってい

る。年に一度、7 つの内いずれかの都市がホストとなりクリエーターや運営ディ

レクターなどの関係者が集まって今後の交流のあり方について議論する国際会

議が開催されており、都市とクリエイティビティに関する構想を共有している。 

	 3 つ目の「創造まちづくり支援」は、クリエーターの制作場所や発表スペー

スを提供するための物理的支援を行うことで、クリエイティブ活動拠点として

の横浜への付加価値向上を図るものである。こうした物理的支援をする背景に

は、横浜の持つ港や歴史的建造物などの地域資源を実際の創造の場として活か

すことを重視する姿勢がある。具体的な取り組みの例としては「BUKATSUDO」

が代表的である。これは横浜市、横浜市芸術文化振興財団ら行政が三菱地所株

式会社と協定を結んでドックヤードガーデン（旧横浜船渠）の一部を借り受け、

公募した民間事業者に創造の場として運営させる取り組みである。民間事業者

によって「BUKATSUDO」と名付けられた当拠点は、市民を対象にした「大人

のためのシェアスペース」としてキッチン、ホール、スタジオ、ワークスペー

スなどを備えており、主にギャラリーや講座・イベント会場として利用されて

いる。官民連携の支援形態がとられている点が特徴的であり、直接的な目的は

クリエーターへの制作・発表の場の提供および拠点としての横浜の付加価値向

上だが、長期的には官民の境なく社会全体が芸術分野と繋がるクリエイティブ

シティ像を目指す方向性が示されている。  

	 以上の 3 つの主要事業は、クリエイティブシティとしての横浜のネット

ワーク形成の中枢として機能している。各事業を通じてクリエーター、行政、
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企業、一般市民、他都市とのネットワークを張っており、横浜への定着から芸

術と地域社会の融合までのプロセスを長期的に見据えた関係性の構築を目指し

ていることが分かる。  
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4. クリエイティブ産業における 13大都市の特化係数
分析 

4.1. 特化係数とは何か	

	 特化係数とは、ある産業に関して、特定の地域を全国規模で見たときの比

較優位の度合いを測る指標である。特化係数が 1 より大きければ、その地域は

全国平均よりも特化していると解釈できる。今回は、対象産業について従業員

数と事務所数の特化係数を計算し分析する。本稿で特化係数分析を行う目的は、

日本における代表的なクリエイティブシティとして認知度の高い横浜市が、全

国的な他の主要都市と比較した場合どの程度の比較優位があるのか、数値化し

て産業規模の現状を検証することとする。  

	 従業員数と事務所数の特化係数分析を行うことで、産業クラスターの規模

を都市別に数値で見ることが可能である。産業規模の大きさは、横浜市が事務

所開設の助成金などによる支援を通じて人的資本の呼び込みを積極的に行って

いることを考えると、支援政策の効果を測る上で適切な指標になると思われる。

一方で、クリエイティブシティの価値を測る指標としては不十分であることを

事前に述べておく必要がある。2.5 の先行研究において示されたクリエイティ

ブシティの評価基準をみると、産業規模よりも都市構造のあり方を重視してい

る。これは、クリエイティブシティが内発的かつ持続的に学習しイノベーショ

ンを起こしていくシステムを基盤としており、経済的な数値のみではその基盤

の機能を正しく評価できないためである。したがってここで用いる特化係数分

析は、先述の分析目的のもとで、①横浜市におけるクリエイティブ産業規模の

現状を比較検討し、②係数の推移から行政の一部の支援政策がどの程度効果を
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出しているかを検証する、という 2 点を明らかにするものとして断っておく。  

4.2. 方法の説明	

	 対象産業は、「建築」「テレビ・ラジオ」「ゲームソフトウェア」「広告」「ファッ

ション」「工芸」「デザイン」「音楽」「著述・芸術」「写真・アニメ・映画」「舞

台」の 11 のクリエイティブ産業とする。これらの産業別の従業員数と事務所数

から特化係数を計算し、各市の産業の特性を見ていく。対象都市は、札幌市・

仙台市・千葉市・東京特区(23 区)・横浜市・川崎市・名古屋市・京都市・神戸

市・大阪市・広島市・北九州市・福岡市の 13 大都市である。分析に用いるデー

タは、経済センサス(平成 26 年度・平成 21 年度)と事務所企業統計調査(平成 18

年度・平成 16 年度・平成 13 年度)より抽出する。直近過去 5 回分の統計データ

から導き出した特化係数の推移(2001 年〜2014 年)を都市間で比較していく。  

4.3. データの説明	

	 対象都市の選別基準は、政令指定都市のうち 1956 年〜1992 年の初期段階

に指定された都市とする。初期からの政令指定都市に限定した理由は、分析デー

タの抽出時期が 2001 年〜2014 年であることを前提とすると、途中で指定され

た都市も含むと一貫した都市の比較検証が困難になるためである。  

	 対象産業の選別基準は本稿におけるクリエイティブ産業の定義元であるイ

ギリスの文化・メディア・スポーツ省(1998)を基本に、先行研究の分類を参考

にしている。本稿では、国内の権威ある統計データである経済センサス及び事

務所企業統計調査を活用でき、都市間比較において汎用性が高く、本稿のクリ

エイティブ産業の定義にも一致する吉本の分類をベースに 11 の産業分類を適

用した。この選択基準は、「横浜市における創造都市政策と創造産業の立地動向

に関する研究」(上野・鈴木 , 2014)を参考にしている。  
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	 各産業のデータの参照元を以下に明記する。「建築」は建設業、「テレビ・

ラジオ」は放送業、「ゲームソフトウェア」はソフトウェア業のデータを用いる。

「広告」は広告制作業と広告業、「ファッション」は衣料卸売業と衣料小売業を

用いる。「工芸」は伝統文化の側面を含むため、中古品小売業、博物館美術館、

書道教授業、生花茶道教授業、その他の教養技能教授業を対象とする。「デザイ

ン」はデザイン業、「音楽」は CD などの製造・販売と楽器の販売を同分野とし

てまとめ、音声情報制作業、情報記録物製造業、楽器小売業のデータを用いる。

「著述・芸術」は著述・芸術、「写真・アニメ・映画」は写真業、写真現像焼き

付け業、音楽映像記録物賃貸業、映画館、映像配給、映像情報政策に付帯する

サービス業、「舞台」は舞台を参照している。  

	 これらのクリエイティブ産業は、先述のフロリダ(2010)の指摘する「スー

パー・クリエイティブ・コア」に相当する。このコアグループの周りに「クリ

エイティブ・プロフェッショナル」が存在し、これらを総括して「何か意味の

ある新しい形態を創造する」産業としてのクリエイティブ産業として取り扱う。 

4.4. 分析結果	

	 特化係数を計算した結果をもとに各年度の傾向を以下に示す。表 1〜表 10

は特化係数分析の結果を年度別に一覧にしたものである。  

（表 1〜表 6：事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13

区分）別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」(平成 13 年

度・平成 16 年度・平成 18 年度)より筆者作成、表 7〜表 10：経済センサス「産

業（小分類）、別民営事業所数及び従業者数−全国、都道府県、市区町村」(平成

21 年度・平成 26 年度)より筆者作成）  
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2001 年（平成 13 年度）	

表	1	2001 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業従業員数を示す特化係数	

 
（出典：平成 13 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  

 

特化産業数は東京（９分野）が最多で、2 番目に多い京都市・大阪市（４分

野）の倍以上の分野に特化しており幅広い強みを見せている。特に「写真・ア

ニメ・映画」、「舞台」の 2 分野では東京が独占している。横浜市は「建築」、「ゲー

ムソフトウェア」、「工芸」の 3 分野で特化しているが際立って高い係数ではな

く、独占的に強い産業は見られない。  

 

表	2	2001 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業事務所数を示す特化係数	

 
（出典：平成 13 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  
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従業員数に比べて特化産業数にあまり都市間の開きがなく、多い都市から東

京（７分野）、福岡市（６分野）、大阪市（５分野）と並ぶ。従業員数に対して

事務所数の多さが目立つ福岡市は日常生活との関連が大きい分野に集中して特

化している。「写真・アニメ・映画」、「舞台」は従業員数と同様に東京の独占で

ある。横浜市は「建築」、「工芸」の 2 分野で特化している。「ファッション」は

西に集中、従業員数で大きく特化していた川崎市の「ゲームソフトウェア」は

事務所数が少ないことから大企業集積の可能性があるなど、分野ごとに傾向が

見られる。  

 

2004 年（平成 16 年度）	

表	3	2001 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業従業員数を示す特化係数	

 
（出典：平成 16 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  

 

概ね 2001 年と同様である。「ゲームソフトウェア」は東京、横浜市、川崎市

の首都圏に集中していることが分かる。  
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表	4	2004 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業事務所数を示す特化係数	

 
（出典：平成 16 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  

 

こちらも 2001 年と特化産業数の高い都市は変わらず、他の都市、分野ごとに

見た傾向も概ね 2001 年と同様である。  

 

2006 年（平成 18 年度）	

表	5	2006 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業従業員数を示す特化係数	

 
（出典：平成 18 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  

 

特化産業数上位都市が東京、京都市、大阪市であることは 2001 年、2004 年

同様であるが、大阪市の特化の内訳が「著述・芸術」から「テレビ・ラジオ」

へと入れ替わっている点で変化がある。横浜市は「ゲームソフトウェア」の特
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化係数が落ちて「建築」、「工芸」の 2 分野での特化となっている。  

 

表	6	2006 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業事務所数を示す特化係数	

 
（出典：平成 18 年度事業所・企業統計調査報告「産業（小分類）、従業者規模（13 区分）

別民営事業所数及び男女別従業者数−都道府県、16 大都市」より筆者作成）  

 

特化産業数上位都市は変わらない。分野ごとに注目すると、「工芸」で札幌市

の特化係数が落ち、特化してないのは札幌市、東京、大阪市の 3 都市のみになっ

ている。これまで「工芸」は大都市が弱く地方都市が強い傾向があったため、

札幌市が特化から外れたのは例外的である。  

 

2009 年（平成 21 年度）	

表	7	2009 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業従業員数を示す特化係数	

 
（出典：平成 21 年度経済センサス「産業（小分類）、別民営事業所数及び従業者数−全国、

都道府県、市区町村」より筆者作成）  
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特化産業数は上から東京（10 分野）、仙台市・京都市・大阪市・広島市（３

分野）となり、東京と他都市との差が大きく広がっている。東京は「建築」以

外のすべての分野で特化しており、独占的な立ち位置が強まる。分野ごとには、

京都が「著述・芸術」で特化係数 3.0 を超え、年々特化が独占化している傾向

にある。また「テレビ・ラジオ」に全体的な特化係数の減少が見られる。  

 

表	8	2009 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業事務所数を示す特化係数	

 
（出典：平成 21 年度経済センサス「産業（小分類）、別民営事業所数及び従業者数−全国、都

道府県、市区町村」より筆者作成）  

 

特化産業数は東京（９分野）、福岡市（５分野）、大阪市（４分野）と順位は

変わらないものの東京と他都市の間に開きが出始めている。これは東京が「音

楽」、「写真・アニメ・映画」、「舞台」では独占を維持しながら「テレビ・ラジ

オ」、「ファッション」でも特化し始めた結果である。京都では従業員数で強み

を見せていた「著述・芸術」が事務所数でも 2.7 に達し、急上昇の傾向を見せ

ている。  

 

2014 年（平成 26 年度）	



 クリエイティブシティにおける市民の役割に関する考察（島ひとみ）  

-  31  -  

表	9	2014 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業従業員数を示す特化係数	

 
（出典：平成 26 年度経済センサス「産業（小分類）、別民営事業所数及び従業者数−全国、

都道府県、市区町村」より筆者作成）  

 

特化産業上位都市は東京（９分野）、広島市（４分野）、仙台市・名古屋市・

大阪市（３分野）となり、前回までと比べると広島市が福岡市と入れ替わって

いる。京都の「著述・芸術」が 5.0 を超え、全分野の中で最も高い特化係数を

記録している。  

 

表	10	2014 年の 13 大都市におけるクリエイティブ産業事務所数を示す特化係数	

 
（出典：平成 26 年度経済センサス「産業（小分類）、別民営事業所数及び従業者数−全国、

都道府県、市区町村」より筆者作成）  

 

特化産業数は東京（８分野）、福岡市・大阪市（５分野）、仙台市・京都市（３

分野）の順である。横浜が「工芸」で特化から外れ、「建築」のみとなっている。  
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4.5. 考察	

	 本節では 4.4 での分析結果を受けて、都市の比較優位を総合的にまとめな

がら、横浜の現状を考察していく。  

4.5.1. 13 大都市でみる全国的動向 

	 13 大都市における特化係数の推移について重要な点を述べるとすると、次

の 2 点が指摘できる。  

	 第一に、特化している産業数に偏りがあることが挙げられる。従業員数、

事務所数ともに東京の独占傾向が顕著に現れており、どの年度においても例外

なく東京が首位である。一方で、東京と 2 番手の都市との開き具合には従業員

数と事務所数で差が見られる。従業員数では、2001 年から 2014 年まで一貫し

て東京とそれ以外の都市の間に大きな差があり、東京は 9 または 10 分野で特化

しているのに対し 2 番手の都市は半数の 4 分野程度にとどまる。対する事務所

数では、2001 年から 2006 年までは東京が 7 分野と比較的控えめの水準で、2

番手、3 番手の福岡市、大阪市とあまり差がない。2009 年以降東京が 9 から 10

分野に特化産業数を伸ばし従業員数と同水準になると、2 番手以降との差は開

き独占の傾向が出てくる。  

	 第二に、産業ごとに特化している都市が定まり、集積の傾向が年々強まっ

ていることがわかる。「写真・アニメ・映画」と「舞台」では一貫して東京が独

占的に特化しており、いわゆる「コンテンツ産業」3の集積地としての立ち位置

を確認することができる。「著述・芸術」では京都市の特化係数が非常に高い。

特に 2009 年から急上昇しており、2011 年時点で従業員数は約 5.2 倍、事務所

数は約 2.4 倍という 11 分野の中でも最も集積格差の大きい産業となった。この

大きな上昇幅の要因としては、2007 年に策定された「京都文化芸術都市創生計
                                                

3 創作物など情報の内容を扱う産業分類を指す。経済産業省の定義は「映画、
アニメ、ゲーム、書籍、音楽等の制作・流通を担う産業の総称」。  
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画」が有力である。当計画では、長い文化都市としての歴史を持つ京都市の芸

術や文化財を学術や産業と連携して活性化することを目標としており、芸術家

の育成・活動支援に積極的に取り組んでいる。  

「ゲームソフトウェア」では川崎市が象徴的だ。従業員数では常に特化して

おり、2001 年、2006 年、2011 年には東京を上回る高水準を示している一方で、

事務所数では一度も特化していないことから、従業員数の多い大企業が複数川

崎市に集積していることが推測される。「広告」「デザイン」では東京と大阪市

の 2 都市が一貫して強く、これは他企業からの受注などが多い当分野の性質上、

企業本社が集積している大都市近くに寄せる必要があることが理由として挙げ

られる。また、両分野の産業としての関連性の高さも反映されている。  

「建築」「工芸」に関しては地方都市が強く、逆に東京や大阪市などの大都市

は特化していない。地方都市の「建築」が強い点に関しては、大都市圏と地方

圏では建設業界の担う事業の幅が異なることが理由として挙げられる。大都市

圏の建設業は業務の幅が狭く、取引先も限定的で自社施工比率も低い。一方地

方圏では、純粋なビルや住宅の受注以外にも、災害対応やインフラの維持補修

など公共工事を幅広く行なっており、地域の生活を支える重要な役割を担って

いる。「工芸」に関しては、地方に伝わる伝統芸能の流派や、伝統芸術を含む骨

董品の取り扱いが大都市圏よりも多いことが考えられる。実際に、伝統芸能や

伝統芸術の集積地として知られる京都市の特化係数が最も高い。  

4.5.2. 横浜市における動向 

	 横浜市の特化係数の推移に焦点を当ててみると、次の 2 点を指摘できる。  

	 第一に、東京と横浜の特化産業から、横浜市が東京との差別化を図ってい

る可能性である。従業員数と事務所数に共通して、東京は「建築」「工芸」の 2

分野でのみ特化していない。一方で、横浜市は東京の穴である「建築」「工芸」

の 2 分野での特化が示されている。この関係性から、横浜市は隣接する大都市
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東京との差別化を図ることで、クリエイティブシティとしての独自の立場を主

張している可能性が推測される。2009 年に横浜市都市経営局国際政策室より提

出された「国際都市戦略」に関する文書では、横浜の優位性について次のよう

な言及がされている。「横浜の『国際都市』としての優位性を考えるにあたって

は、東京に近接し、東京への転出・流出が極めて多いという現実を無視するこ

とはできない。全国平均的に見た横浜の優位性を分析しても意味は無く、東京、

大阪や京都といった国内の都市のみならず、世界の先進都市との比較を念頭に

おいたうえで、横浜の相対的優位性を探ることが戦略的には重要となる。」  

この現状に対する戦略として「東京・地方都市と明確に差別化できる魅了の

創造と発信」と題し、①環境モデル都市提案の実現、横浜らしい魅力ある景観

づくりを進めるための都市デザインの推進、②文化芸術都市＝クリエイティブ

シティ・ヨコハマでの文化・芸術の持つ創造性を活かしたまちづくりの推進、

という 2 つの方針を掲げている。①の管轄は都市整備局であり、②は 150 周年

創造都市事業本部であることを考えると、「建築」「工芸」分野が特化している

理由として、差別化戦略との関連性も考慮すべきである。  

	 第二に、横浜市の特化係数における、行政による助成支援制度の効果の表

れについてである。ここでは大きく 2 つのパターンに分けて、①特化係数に効

果が見られる分野と、②効果はあるが特化係数上には表れていない分野につい

て考察する。  

	 まず、支援制度の効果が特化係数から読み取れるパターンとして、「建築」

「音楽」「写真・アニメ・映画」の分野が挙げられる。この 3 分野は 3.3.2 で述

べた「クリエーター・アーティストのための事務所等開設支援助成制度」の対

象産業に指定されており、アーツコミッション・ヨコハマが積極的に活動を支

援している。3 分野の特化係数の推移を見ると、いずれも従業員数、事務所数

ともに年々上昇傾向にある。この中で特化しているのは「建築」のみだが、「音
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楽」「写真・アニメ・映画」は特化こそしていないものの上がり幅は非常に大き

く、2 分野共通して従業員数で約 30%、事務所数で約 20%の推移（2001 年〜2014

年）を見せている。支援制度の成果が、特化係数に反映されていることが推測

される。  

	 次に、特化係数上では減少傾向にあるが支援制度の効果が認められるパ

ターンの「デザイン」分野に関してである。特化係数で見ると従業員数、事務

所数ともに年々減少傾向にあり、2014 年時点では約 0.2 倍という低水準にとど

まる。一方で、特化係数を計算する前の純粋な従業員数、事務所数の数値で見

ると、いずれも年々増加傾向にあることがわかる。「デザイン」はクリエイティ

ブ産業の中でも様々な領域との掛け合いができるため文化芸術の中核的な分野

であり、事務所等開設支援助成制度の対象産業にも指定されている。上野・鈴

木(2014)の横浜市におけるクリエイティブ産業の GIS 分析によれば、横浜の「デ

ザイン」分野はとりわけ関内外地区に集積が進んでおり、当地区が支援助成制

度の対象地域であることから、この集積傾向は行政による支援の効果の表れで

あると見られている。効果がありながらも特化係数が減少している理由は、や

はり「デザイン」分野における東京、大阪市の集積度合いと比べると規模の点

で劣ることが挙げられる。これらの大都市圏では、大手企業からの受注を扱う

ような比較的規模の大きいデザイン事務所が集積している。横浜市の支援政策

によって集積している「デザイン」業は、シェアオフィスやアーティスト・イ

ン・レジデンス等を利用した小規模なものが多く、小規模同士が交流し繋がる

ことで広がるネットワークの構築を目指している。すなわち、特化係数でみる

と東京には規模で及ばない部分が現状として多く見受けられるが、横浜市の積

極的な取り組みの成果が元の数値から読み取れる部分もある、と言える。  

	 第一と第二で示した内容を踏まえ、東京に隣接するクリエイティブシティ

としての横浜市の産業規模の現状を総括する。結論としては、特化係数で見る
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と東京や他の大都市圏が強く、横浜市はあまり目立たないと言える。横浜市の

独自性を活かし、クリエイティブ産業を強化しようとする取り組みが数値から

読み取れる部分も確かに存在するが、隣接する東京の集積規模が大きく分野も

幅広いことから、相対的に横浜市の特化係数は低く計算されているのが現状で

ある。また、東京を除いた特化係数で他の地方都市と比較してみても、突出し

た強みは見られない。クリエイティブ産業規模において、現時点で横浜市は全

国的に優位ではないことが分かった。  

	 一方で横浜市は、東京との差別化を図って独自の強みを集中的に育成する

策を掲げ、大都市にはないクリエーター同士の密な繋がりや市民との交流によ

る創造性を目指すなど、積極的な取り組みを行っていることも事実である。そ

うした都市全体のネットワーク構築という強みは、今回の特化係数分析のよう

な産業規模の数値にはあまり反映されていないことが推察される。そこで次章

では、横浜市の積極的な取り組みの効果がどのように現れているのかを検証す

るため、クリエーターへの聞き取り調査を元にした横浜のネットワークに関す

る事例研究を行う。  
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5. 横浜のネットワーク構造 

	 4 章では、産業規模の数値で見ると東京独占の傾向が強く、横浜は目立た

ない現状であること、横浜独自の方針として掲げられているクリエイティブ産

業を巡るネットワークの構築は産業規模の数値には表れにくいことを指摘した。

その上で、「なぜクリエイティブ産業規模では目立たない横浜が、日本の代表的

なクリエイティブシティとして認知されているのか」を探るためには、横浜の

目指すネットワーク構築について分析する必要があることを示した。ネット

ワークの機能と効果を検証するにあたり、特に当事者であるクリエーターが横

浜のネットワークによる効果をどのように捉えているか、というところに焦点

を当てた事例研究を行う。  

	 本章では、2017 年にタイププロジェクト株式会社（東京都練馬区）から開

発された「濱明朝体」という横浜の都市フォント制作プロジェクトを取り上げ、

その企画・制作を担当されたフォントデザイナーの両見英世氏に聞き取り調査

を行い、クリエイティブシティとしての横浜のネットワーク構造やその効果に

ついて探る。前章の特化係数を扱った分析とは異なり、聞き取り調査という手

法をとることで数値上では見えにくかった現場のネットワークシステムにク

ローズアップした分析となることを期待するものである。  

	 濱明朝体プロジェクトを事例研究の対象に選んだ理由として、以下の 2 点

がある。第一に、濱明朝体は制作過程での横浜のネットワークとの関連性が高

い。制作は横浜のクリエーターが集まるシェアオフィスを拠点として行われ、

市民との対話によるイメージの抽出やクラウドファンディングの実施など、

ネットワークの強みを活かした事例である。本稿の焦点である、クリエイティ

ブシティにおける市民性について考察する上でも示唆に富んでいると言える。
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第二に、担当デザイナーの両見氏は横浜市民ではなく、地域コミュニティと関

わる他のクリエイティブ活動も扱っているため、他都市と比較した横浜の特異

性を客観的にクリエーターの視点から検証する上でも適した事例だと考えられ

る。  

	 なお、本章における記述は特に断りのない限り、2018 年 12 月 4 日に行っ

た両見氏への聞き取り調査の結果をもとにしている。  

5.1. 「濱明朝体」都市フォントプロジェクトの概要	

5.1.1. プロジェクト企画の背景 

	 海外では日本より早く都市ブランディングの重要性が注目され、その一環

として都市フォントが活用されてきた。代表的なものとして、ローマ・ブリス

トル・ベルリン・ソウルなどのオリジナル都市フォントが挙げられ、街中の案

内表示やウェブサイト、ポスターなど視覚的な都市のアイデンティティツール

として利用されている様子が見られる。日本では都市名を冠したフォントとし

て Osaka や筑紫明朝体などが知られているが、実際に都市をイメージして構想

されたものとしては 2009 年に開発された名古屋の金シャチフォントや 2015 年

の東京シティフォントなど未だ数は少なく、いずれも新しい。  

	 濱明朝体は、そうした海外の都市フォント構想に触発される形で、2009 年

の横浜開港 150 周年を機に制作された。横浜の景観をイメージしたデザインで、

港を往来するフェリーや水平線を模したほっそりした横画と、海上から望んだ

建築群を表すどっしりした縦画の対比が特徴である。「横浜という都市の幅の広

さや新しいものを取り入れるといった懐の深さを表現」しており、現在地元企

業のブランドロゴなどにも使用が広がっている。本稿の産業分類に則ると濱明

朝体を含む都市フォントは「デザイン」に分類されるが、都市のコミュニケー

ションツールとしての性質上、同分野の中でも特に市民や行政との認識の共有
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を求められる点が都市フォントの特性と言える。  

 

 

  （出典：タイププロジェクト株式会社公式サイト）  

 

5.1.2. 制作段階における横浜のネットワークとの関わり 

	 濱明朝体の制作過程では、そうした認識の共有や都市との調和を実現する

手段として横浜の強みであるネットワークが活用されており、特に次の 3 点に

言及する。  

	 第一に、濱明朝体のデザインの核となっている「港」は、フィールドワー

クや横浜市民の参加するワークショップなどから抽出した声をもとにしている。

2009 年に横浜に関する意見交流を行う場として一般に開催されたワーク

ショップ「イマジン・ヨコハマ」（横浜市主催）では、約 500 人の市民が参加し、

横浜という都市の在り方についての積極的な議論を行った。濱明朝体は「市民

を巻き込むだけではなく、市民の声を取り入れる」ことに重点を置き、制作者

がこうした市民との交流の場に参加して実際の声から抽出したキーワードを軸

図	1	濱明朝体と使用事例  
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に制作している。  

	 第二に、制作の拠点を横浜市内の中華街に位置するシェアオフィスとする

ことで、横浜のクリエーター同士との繋がりから得る機会や影響があったと述

べている。3.3 でも触れた通り、横浜市はシェアオフィスやアーティスト・イ

ン・レジデンスを活用した事務所開設に対する支援助成に積極的に取り組んで

おり、分野の垣根を超えたクリエーター同士の交流を促すことで創造性の相互

作用を図っている。実際に 100 人規模のクリエーターが集まって集合知の生み

出しを図る議論の場や、展示会における制作のコラボレーションが実現してい

る。こうした側面からクリエーターにとってもクリエーター同士のコミュニ

ティに所属する重要性は高く、その後の活動に対する姿勢においても「プロジェ

クトを指揮する立場になった際に、トップダウン型の連携ではなく、等身大で

各々の経験を活かすスタイル」を重視するようになるなど、クリエーター自身

に与える影響も見られる。  

	 第三に、新たな資金調達の試みとしてクラウドファンディングを実施し、

結果的に行政やマスメディアなど業界を超えたバックアップを獲得している。

本来フォント制作は数年単位の開発期間を要することから資金額が大きく、支

援を申し出る他企業との連携による資金確保にも限界があるため、コスト面の

壁が課題となる。濱明朝体では、広く一般からの支援を募ることで資金を確保

すると同時に、支援者となることで市民の都市フォントへの参加意識が高まる

効果を期待し、クラウドファンディングを実施した。横浜市ではこうした新た

な取り組みに対する寛容度の高さが指摘されているが、今回のクラウドファン

ディングについても行政からの投資や、新聞社各社、地域ラジオといったマス

メディアによる積極的な販促支援、市民からの支援コメントなどが得られ、ク

リエイティブ産業の枠を超えた都市のネットワーク構造が効果的に働いている。 
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5.2. 横浜のネットワーク構造の強み	

	 本節では、3.3 で述べたアーツコミッション・ヨコハマをはじめとするネッ

トワーク形成のための諸施策や、5.1 で挙げた濱明朝体の制作過程における都

市のネットワークの活用事例を踏まえ、横浜のネットワーク構造についてクリ

エーターの目線から考察する。  

5.2.1. ネットワーク構造がもたらす強み 

	 クリエイティブシティの在り方は典型がなく都市によって様々であるが、

横浜にとってはこれまでに説明して来たネットワーク構造が強みとして機能し

ており、クリエイティブシティとして他の主要都市と差別化される点であるこ

とが推察される。クリエーター側から見たネットワークの形成によってもたら

される強みとして、両見氏からは主に次の 2 点が指摘された。  

	 第一に、クリエーターが横浜を拠点として定着するようになり、交流会議

やワークショップを通じてコラボレーションによる分野の広がりが発生するこ

とである。濱明朝体の事例では市民や行政、他企業など幅広い対象との関わり

があったなか、クリエーター同士の交流による影響が最も大きかったという。

クリエイティブ産業内の分野の境を超えた交流が、新たな発想や発表形態に繋

がる機会をもたらすことに加え、その後の創作活動に対する姿勢にも影響を与

える可能性がある点でもインパクトの大きさが伺える。  

一方で、東京はクリエーターの拠点が点でポツポツと存在している傾向が見

られ、分野を超えた地域包括的な相互関係はない。零細規模のクリエーターに

とって東京は地域社会からのバックアップが望めず拠点として不安定であるこ

とから、独立した活動を行う大規模のクリエイティブ企業やクリエーターの定

着化が進み、特化係数上では東京独占の傾向が見られたと考えられる。横浜は、

多様なクリエーターを地域社会に組み込んでバックアップするネットワーク構
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造の上に成り立つことで交流のしやすい環境が整っており、この点は数値上で

は見えにくいが横浜の強みとして重要である。  

クリエイティブ活動を行う際のネットワークの重要性は先行研究でも指摘さ

れている。ホール(2010)は、イノベーションの場を「シナジーが効率よく機能

し、イノベーションが絶えず生み出されている場所」と定義した上で、シナジー

を機能させるには社会的なネットワークが必要不可欠であると指摘する。点在

的なイノベーションはシナジーを生み出すことが難しく、シナジーによって持

続的なイノベーションを実現している場こそが創造の場として認められるので

ある。支援制度を安定させて横浜のネットワークを充実させ、分野を超えた交

流による新たな創造性の誕生が促進されるような環境を整えていくことで、持

続可能なクリエイティブシティを確立することが可能となる。  

	 第二に、社会包括的な繋がりを持つことで都市全体の寛容度が高まり、新

しいことを積極的に受け入れ関心を寄せる空気が生じることが挙げられる。風

土的多様性を特徴とする横浜において寛容度の高さは都市社会の点から見ても

重要である。横浜では創作活動に対する行政や企業の協力的な姿勢に加えて、

特に市民が積極的にイベントの場にも参加している。行政も環境整備などを通

じて市民力の発揮をバックアップする方針を示しており、実際に創造の場への

市民の参加傾向は高まっている。横浜で 3 年に一度開催されているトリエン

ナーレではボランティアである市民サポーターが運営に貢献しているが、サ

ポーターの参加率は年々上昇傾向にある。表 11 はその推移を示したものである。

2011 年に一時的な減少が見られるが、これに関しては同年に東日本大震災が発

生したこともあり、ボランティア志願者が東北支援へとまわった影響によるも

のと推察される。全体的に見れば第一回目である 2001 年から直近の 2017 年に

かけて登録者数は倍増しており、創造の場への参加意欲の高まりが見て取れる。 
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表	11	トリエンナーレ市民サポーターボランティア登録者数推移	

開催年  2001 年  2005 年  2008 年  2011 年  2014 年  2017 年  

ボランティア

登録者数  

719 人  1,222 人  1,510 人  940 人  1,631 人  1,474 人  

(ヨコハマトリエンナーレ 2017 記録集より筆者作成) 

 

	 以上のネットワーク構造による強みを踏まえると、クリエーターの姿勢や

都市の空気に影響を及ぼすといった、長期的な目線でクリエイティビティを発

揮し続けるための環境作りが横浜の特長である。この環境作りによって得られ

るクリエイティビティの持続可能性こそが他都市と比較した際の横浜の強みで

あると考えると、クリエイティブシティは単なるクリエイティブ産業規模だけ

でなく、クリエーターを中心に都市全体を繋ぐ社会的な構造によって認められ

る部分が大きいと推測される。これらを総括すると、横浜が日本の代表的なク

リエイティブシティとして認識されている背景には、ネットワーク構造に基づ

く持続可能性および地域社会と芸術の融合があると言える。  

5.3. ネットワークにおける市民的創造性	

	 ここまでで、都市のネットワーク構造がクリエイティブシティ・ヨコハマ

の強みとしての効果を生み出していることを確認した。また聞き取り調査を通

じ、クリエーターの視点からも横浜のネットワーク構造がもたらす効果は東京

や他都市とは差別化された横浜独自の特長として認識されていることが分かっ

た。3 章で述べた 2004 年発表のクリエイティブシティ・ヨコハマの初期の 4 つ

の目標（①アーティスト・クリエーターが住みたくなる創造環境の実現、②創

造的産業クラスターの形成による経済活性化、③魅力ある地域資源の活用、④

市民が主導する文化芸術都市づくり）は、現時点で概ね実現されていると考え
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られる。注目すべきは、その後 2010 年に改められた「すべての市民はアーティ

ストである」という新都市像に基づいて目指されることになった、創造的活動

の担い手としての市民の存在である。  

	 本節では、クリエイティブシティ・ヨコハマのネットワーク構造において、

市民的創造性がどのような役割を担うものとして必要とされるのかを考察する。

その際、2.5 の先行研究で示した市民的創造性の価値である「革新的な解決策

の持続的な流れを生み出す」作用に留意しつつ、①市民の力が実際に横浜で活

用されている場面と、②行政が 2010 年以降の新都市像で市民に期待する姿の 2

点を主に参考とする。新都市像で示されているような「すべての市民がアーティ

スト」となるクリエイティブシティ・ヨコハマの進展のためには、ネットワー

ク構造における市民の役割を明らかにする必要があるという観点から考察を進

める。  

5.3.1. クリエーターとの交流によるアイディアの相互作用 

クリエーターへの影響	

先述の通り、横浜ではワークショップやイベントサポーターなどといった創

造の場への市民の積極的な参加を促進しており、実際の参加率は上昇傾向にあ

る。市民の参加が増えることは、創造の場の規模が広がり活性化するだけでな

く、クリエーターがアイディアや課題を抽出する糸口にもなり得る。実際に濱

明朝体の事例では市民の声を参考にキーワードの抽出が行われたように、都市

社会や市民生活との関わりが深い文化芸術分野ほど、市民との交流が活きるこ

とが考えられる。  

クリエーターからの学び	

一方で、市民がクリエーターとの交流から得る創造的な知見もある。クリエー

ターが課題に対して採る創造的解決の発想や手法を学ぶことで、市民の創造的

な視点を育むことが期待できる。新都市像では市民が芸術の鑑賞者から創造者
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へと新たに位置付けられたことから、今後はこの市民がクリエーターから創造

性を学び、自身で活かしていくという役割の必要性が指摘できる。  

	 この点について、横浜市は創造者としての市民に次のような行動を期待し

ている。まず学校や福祉施設などにおいて、クリエーターの創造的視点に通ず

るような文化芸術活動を重視した体制をとり、市民一人ひとりの創造性の発揮

を支援する。その上で、福祉・教育・環境問題などの地域が抱える多様な課題

に対し、地域の NPO や自治体が市民協働で創造的な解決に取り組むという方向

性である。すなわち、市民が創造的な視点で街づくりに参加できるような育成

体制、協働事業の推進を図っている。そのためには、クリエーターと市民が交

流を通じ、創造的活動プロセスの知見を共有することが望まれる。  

	 市民が創造の場に積極的に参加し、クリエーターとの交流が活性化するこ

とで、以上のような有益な相互作用が期待できる。市民には、クリエーターの

創造的活動に寄与しうる可能性を持ちながら、同時に創造的視点を学び地域の

課題解決を担う役割を求められている。  

5.3.2. 地域コミュニティの活性化を通じたネットワーク強化 

東京に隣接する横浜の独自性	

前節で詳しく述べたように、横浜がクリエイティブシティと認められるに足

る強みはそのネットワーク構造にあるが、実際にネットワークが機能するため

には制度を軸とした地域コミュニティとの繋がりが必要である。市民には、先

述の創造の場への積極的参加だけではなく、地域コミュニティへの参加が重要

な役割として挙げられる。特に多様性が特徴で大都市圏に近い横浜においては、

意識的に地域連携を図ることが求められる。これに関しては今までにも積極的

に取り組まれてきており、その結果としての横浜の都市の寛容度の高さがある。

この点は東京との差別化を図る上でも重要性を指摘してきた。新しいものや異

なるものを受け入れる空気を醸成する主体としての役割を持っていると言える。 
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都市部以外での地域コミュニティ形成	

新都市像に当てはめた今後の横浜を考えると、都市部以外での地域コミュニ

ティ形成を浸透させていく必要がある。現在は関内外地区など、創造界隈の拠

点として取り組まれてきた横浜中心部が活動的なネットワークのもとで機能し

ているが、クリエイティブシティ・ヨコハマとしての対外的な認知はそうした

中心部のみにとどまる。今後はその他のエリアにも地域コミュニティの連携を

広げ、横浜の独自性であるネットワーク構造をより積極的に展開していくこと

が望ましい。そうすることで、クリエーターと地域市民との協働的な取り組み

が都市部以外でも行われ、各地域コミュニティの活性化が促進される。  

	 このように、ネットワーク構造を支える地域コミュニティの構成要素とし

ての市民の役割も考えられる。  

 

5.4. 結論	

	 本章では、横浜がクリエイティブシティとして認知されている理由につい

て分析・考察し、その中でクリエイティブシティにとって重要な要素である市

民がどのように位置付けられるかを指摘した。  

	 横浜がクリエイティブシティと認められる最大の要因は、クリエーター・

市民・行政・企業・他の連携都市などを繋ぐネットワーク構造であることを導

いた。アーツコミッション・ヨコハマの諸施策によって連携された都市社会の

在り方は、隣接した東京をはじめとする大都市圏と横浜を差別化する強みであ

る。そのネットワーク構造の強みは、主に①分野横断が可能な環境が生み出す

創造の広がりと持続可能性、②新しい創造性を受容する都市の寛容度の高さ、

の 2 点に集約される。  

	 クリエイティブシティ・ヨコハマにおける市民については、ネットワーク
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構造の基盤形成後に掲げられた新都市像の中心的立ち位置として示されている。

その役割は大きく 2 つあり、①クリエーターとの交流を通じて得た創造的視点

を地域の街づくりに活かす主体、②地域コミュニティへの積極的参加を通じて、

横浜のネットワーク構造の強みを広めながら支えていく主体、としての立ち回

りを指摘した。  

	 以上を踏まえて、2010 年にクリエイティブシティ・ヨコハマの新都市像と

して掲げられた「すべての市民はアーティストである」というテーマの意味に

ついて考察する。ここでいう「アーティスト」とは必ずしもクリエーター同様

に文化芸術分野でのアウトプットを行う主体を指すわけではないと考えられる。

文化芸術分野から得られる創造的視点や発想を基盤とした「街づくりの担い手」

という解釈が適切であり、各個人が創造的視点を持って都市を活性化させるこ

とが現在のクリエイティブシティ・ヨコハマの意図であることが示唆されてい

る。  
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6. 終わりに 

	 本稿では、現代都市とは異なる都市像としてのクリエイティブシティの定

義について先行研究を元に整理し、その中における市民の重要性を指摘した後、

横浜の都市政策であるクリエイティブシティ・ヨコハマの目的と背景を示した。

クリエイティブシティ・ヨコハマについて研究するにあたり、根本的に横浜が

日本の代表的なクリエイティブシティとして認識されている理由を検証するた

め、横浜のクリエイティブ産業の実態を特化係数によって分析した。その結果、

他の 12 都市と比べて横浜市の産業規模は目立たない水準であることが明らか

になった。  

数値による分析とは異なる側面から横浜の特長を探るため、濱明朝体プロ

ジェクトを事例として聞き取り調査の結果を元に考察を行った。調査から、横

浜のクリエイティブシティとしての強みはクリエーター・市民・行政・企業・

他の連携都市などを繋ぐネットワーク構造にあることが導かれ、それによって

もたらされる創造の広がりや持続可能性、都市の寛容度の高さなどが横浜を他

都市と差別化する特長であることが分かった。最終的に、横浜のネットワーク

構造に位置付けられる市民の役割として、①クリエーターとの交流を通じて得

た創造的視点を地域の街づくりに活かす主体、②地域コミュニティへの積極的

参加を通じて、横浜のネットワーク構造の強みを広めながら支えていく主体、

の 2 点が重要であるという結論を得た。  

	 本稿に残された課題として、以下の 2 点が挙げられる。第一に、横浜の実

態を分析した際、産業規模に関する特化係数分析以外に他の統計資料にあたっ

てみる必要があったと言える。また別の視点から定量的に横浜の強みを導くこ

とが出来た可能性がある。第二に、聞き取り調査先として、例えばアーツコミッ
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ション・ヨコハマや行政などのネットワーク構築の運営に携わる機関にも取材

すると、より踏み込んだ横浜の現状を探ることが出来たと考えられる。一方で、

クリエーター自身という貴重な視点から横浜のネットワーク構造を考察するこ

とが出来たという点で、本稿の意義は認められる。  
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